
 

 

春日部労働基準監督署 

春日部市南 3-10-13 

電話 048(735)522６ 

令和３年９月号 

 

 

労務管理，安全衛生，労働保険等に関する情報を提供いたします。 

掲載内容についてご不明な点がある場合には，当監督署までお問い合わせください。 

 

  

◆第７２回全国労働衛生週間（10 月１日～7 日

まで） 
令和３年９月１日～３０日を準備月間とする全国労働衛生週間が実施さ

れます。本年度のスローガンは、 

「向き合おう！こころとからだの 健康管理」 

副スローガンは、 

「うつらぬうつさぬルールとともに みんなで守る健康職場」 

です。各職場での取り組みをお願いします。☞２ページ目参照 

  

◆９月は職場の健康診断実施強化月間です 
 令和３年度は、 

 １、医療保険者との連携 

 ２、新型コロナウイルス対策 

をお願いしています。ご確認ください。☞３ページ目参照 

 

◆エイジフレンドリー補助金について 
   高年齢労働者（６０歳以上）を常時１名以上雇用している中小企業事業

者を対象に、高年齢労働者のための職場環境改善に要した経費の一部を補

助します。ご検討ください。☞４ページ目参照 

   問い合わせ先：エイジフレンドリー補助金事務センター  

          https：//www.jashcon-age.or.jp 

          申請関係 03-6381-7507 

          支払関係 03-6809-4085 



過重労働による
健康障害防止

① 時間外・休日労働の削減、年次有給休暇の取得促進および労働時間などの設定の改善によるワーク・ライフ・バランスの推進

② 事業者によるワーク・ライフ・バランスの推進や過重労働対策を積極的に推進する旨の表明

③ 労働安全衛生法に基づく労働時間の状況の把握や長時間労働者に対する医師の面接指導等の実施の徹底

④ 健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内容に関する医師への適切な情報提供、医師からの意見聴取および事後措置の徹底

⑤ 小規模事業場における産業保健総合支援センターの地域窓口の活用

メンタルヘルス
対策

① 事業者によるメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明

② 衛生委員会などの調査審議を踏まえた「心の健康づくり計画」の策定、実施状況の評価および改善

③ ４つのメンタルヘルスケア（セルフケア、ラインによるケア、事業場内産業保健スタッフなどによるケア、事業場外資源によるケア）の

推進に関する教育研修・情報提供

④ 労働者が産業医や産業保健スタッフに直接相談できる仕組みなど、労働者が安心して健康相談を受けられる環境整備 ほか

職場における
新型コロナ対策

① 職場における感染防止対策の基本である「取組の５つのポイント」に基づく、事業場内の感染防止対策実施状況の確認と徹底

②「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト」を活用した、職場の実態に即した実行可能な

感染拡大防止対策の検討及び対策の実施

高年齢労働者の
健康づくり

①「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリーガイドライン）」に沿った取組の実施

② 高年齢労働者の安全衛生対策に関する支援（エイジフレンドリー補助金等）の活用 ほか

化学物質による
健康障害防止対策

① 中小規模事業場を中心とした特別規則の遵守の徹底、金属アーク溶接等作業における健康障害防止対策の推進

② 製造者・流通業者が化学物質を含む製剤等を出荷する際及びユーザーが購入した際のラベル表示・安全データシート（SDS）交付の状況の確認

③ SDSにより把握した危険有害性についてリスクアセスメントの実施とその結果に基づくリスク低減対策の推進

④ ラベルやSDSの内容やリスクアセスメントの結果について労働者に対する教育の推進 ほか

石綿による
健康障害防止対策

① 建築物等の解体・改修工事における石綿ばく露防止対策の徹底及びこれらの対策の実施に対する発注者による配慮の推進

② 吹付け石綿等が損傷、劣化し、労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等における吹付石綿、石綿含有保温材等の除去、封じ込め等の徹底

③ 石綿にばく露するおそれがある建築物等において労働者を設備の点検、補修等の作業等に臨時で就業させる場合の労働者の石綿ばく露防止 ほか

受動喫煙防止対策

①「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」に基づく必要な対策の実施

② 受動喫煙の健康への影響に関する理解を図るための教育啓発の実施

③ 支援制度（専門家による技術的な相談支援、喫煙室の設置等に係る費用の助成）の活用

治療と仕事の
両立支援

① 事業者による基本方針などの表明と労働者への周知 ② 研修などによる両立支援に関する意識啓発

③ 相談窓口などの明確化 ④ 両立支援に活用できる休暇・勤務制度や社内体制の整備

⑤ 治療と仕事の両立を支援するための制度導入などに関する助成金、産業保健総合支援センターによる支援の活用

その他

① 職場における腰痛予防対策指針による腰痛の予防対策の推進

②「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」に基づく熱中症予防対策の徹底

③「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」に基づく労働者の作業環境、健康確保等の推進

第72回 全国労働衛生週間
令和３年10月１日（金）～７日（木）［準備期間：９月１日～30日］

労働衛生３管理の推進など 作業の特性に応じた取組の推進 東日本大震災等に関連する労働衛生対策の推進

全国労働衛生週間（10月1日～7日）に実施する事項

・事業者または総括安全衛生管理者による職場巡視
・労働衛生旗の掲揚およびスローガンなどの掲示
・労働衛生に関する優良職場、功績者などの表彰
・有害物の漏えい事故、酸素欠乏症などによる事故など
緊急時の災害を想定した実地訓練などの実施

・労働衛生に関する講習会・見学会などの開催、
作文・写真・標語などの掲示、その他労働衛生の
意識高揚のための行事などの実施

準備期間（９月１日～30日）に実施する事項
重点事項をはじめとして、日常の労働衛生活動の総点検を行う

※ 詳細は下表をご覧ください

・過重労働による健康障害防止対策
・職場におけるメンタルヘルス対策
・職場の新型コロナウイルス感染症の
拡大防止に向けた取組

・労働災害予防的観点からの高年齢
労働者に対する健康づくり

・化学物質による健康障害防止対策

・石綿による健康障害防止対策
・職場の受動喫煙防止対策
・治療と仕事の両立支援対策
・職場の腰痛の予防対策
・職場の熱中症予防対策の推進
・テレワークでの労働者の作業
環境、健康確保

準備期間に実施する事項（重点事項）（要綱より抜粋）

事業者の皆さまへ

向き合おう！ こころとからだの 健康管理
〈全国労働衛生週間スローガン〉

準備期間に実施する事項（その他）（要綱より抜粋）

「全国労働衛生週間」は、労働者の健康管理や職場環境の改善など『労働衛生』に関する国民の意識を高め、

職場の自主的な活動を促して労働者の健康を確保することを目的として、毎年実施しており、今年で72回目

になります。また、今年は「全国労働衛生週間」を契機に、職場における新型コロナウイルス感染症防止に

取り組む事業場が活用しやすいよう、“うつらぬ うつさぬ ルールとともに みんなでつくる 健康職場”

を副スローガンとして定めました。

各職場においては下記の様々な取組を展開し、誰もが安心して健康に働ける職場づくりへのご協力をお願い

します。



溶接ヒューム等ばく露防止対策

屋内で継続してアーク溶接作業を行う作業場に対して
ばく露防止対策のための測定実施の支援
をしています。
（有害物ばく露防止対策補助金申請↓）
http://www.zeneiren.or.jp/hazardous/index.html

治療と仕事の両立支援

ガイドラインや関連通達、助成金等を紹介しています。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/0000115267.html

「治療と仕事の両立支援ナビ」では企業の
取組み事例、相談支援機関、シンポジウム
等を紹介しています。
https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp

化学物質管理

「ラベルでアクション」をキャッチフレーズに、危険
有害性に応じたリスクアセスメントを着実に実施して
いただくための情報を提供しています。
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/
kag/kagaku_index.html

職場のあんぜんサイト 化学物質 検 索

有害物ばく露防止対策補助金 検 索

主な取組事項については、以下の情報や支援体制等をご活用ください。

メンタルヘルス対策

職場におけるメンタルヘルス対策に関する、法令・通
達・マニュアルを掲載しているほか、「ストレスチェッ
ク実施プログラム（無料）」が利用できます。
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/
anzeneisei12/

働く人のメンタルヘルスポータルサイト「こころの耳」
では、メール・電話・SNS相談窓口を設置しているほか、
職場復帰支援の取組事例などを紹介しています。
https://kokoro.mhlw.go.jp/

メンタルヘルス対策・過重労働対策 検 索

検 索

治療と仕事の両立 検 索

働き方改革

働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択でき
る社会を実現することを目的に、長時間労働の是正や多様で柔
軟な働き方の実現などのための措置を講じます。
（働き方・休み方改善ポータルサイト↓）

https://work-holiday.mhlw.go.jp/
（働き方改革特設サイト↓）
https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/

働き方改革 検 索

こころの耳

産業保健活動総合支援

産業保健総合支援センターでは、職場のメンタルヘル
ス対策や「治療と仕事の両立支援」などの産業保健活
動を支援するため、企業への訪問指導や相談対応、研
修などを実施しています。また、地域窓口（地域産業
保健センター）では、小規模事業場を対象に、医師に
よる健康相談などを実施しています。
https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/578/
Default.aspx

ストレスチェックの実施や職場環境の改善、
心の健康づくり計画の作成、小規模事業場
の産業医活動などに対して、事業主に費用
の助成を行っています
https://www.johas.go.jp/tabid/1689/Default.aspx

産業保健総合支援センター

検 索産業保健関係助成金

検 索

主 唱 厚生労働省、中央労働災害防止協会

協 賛 建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働災害

防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

受動喫煙防止対策

職場の受動喫煙防止に取組む事業者を支援します。

（職場における受動喫煙防止対策について↓）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/anzen/kitsuen/index.html

【受動喫煙防止に関する各種支援事業】
・受動喫煙防止対策補助金
・受動喫煙防止対策に関する相談事業

職場 受動喫煙 検 索

高年齢労働者の健康づくり
「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライ
ン」や「エイジフレンドリー補助金」等を紹介してい
ます。

（高年齢労働者の安全衛生対策について↓）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/anzen/newpage_00007.html

高年齢労働者 検 索

職場における感染症防止対策の基本事項「取組の5つのポイン
ト」やチェックリスト、各種リーフレットをはじめとした、感
染予防や健康管理に関する情報を提供しています。
（職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防及び
健康管理に関する参考資料一覧↓）

職場における新型コロナ対策

厚労省 職場の感染対策 検 索

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya
/0000121431_00226.html

（R3.8)



事業者の皆さまへ

■医療保険者※1から従業員の健康診断の結果を求められた際の提供にご協⼒ください

厚⽣労働省では、毎年9月を「職場の健康診断実施強化月間」とし、集中的・重点的な啓発を
⾏っています。月間中は、労働安全衛⽣法に基づく一般定期健康診断の実施、その結果につい
ての医師の意⾒聴取、その意⾒を踏まえた就業上の措置の実施の徹底を事業者の皆さまに改め
てお願いしています。令和3年度 強化月間の重点周知事項は、以下の2点になります。

事業者の皆さまには、自身の事業場における健康診断の実施状況等を改めてご確認いただき、
適切な実施へのご協⼒をお願いします。

9月は「職場の健康診断実施強化月間」です
「医療保険者との連携」と「新型コロナウイルス対策」をお願いします

都道府県労働局・労働基準監督署

１.医療保険者との連携

２.新型コロナウイルス対策

●⾼齢者の医療の確保に関する法律に基づき医療保険者が⾏うこととされている特定健康診査
については、労働安全衛⽣法に基づく一般定期健康診断を既に実施した方については、実施
を全部又は一部免除することとなっています。事業者の皆様におかれましては、医療保険者
から求められた場合は、従業員の健康診断の結果を提供していただくようお願いします※２。

●また、特定健康診査の実施対象ではない40歳未満の方についても、医療保険者が事業者から
健康診断の結果を入手し、保健事業に活用することを可能とする改正健康保険法等が令和４
年１月に施⾏されます。
このため、40歳未満の従業員についても、施⾏後に医療保険者から求められた場合は、健康
診断の結果を提供していただくようお願いします。

●なお、健康診断の実施に当たっては、医療保険者への情報提供や連携を円滑に
⾏うため、厚⽣労働省HPに掲載している※３「モデル健康診断委託契約書」や
「一般健康診断標準問診票」をご活用ください。

※１︓協会けんぽ、健保組合、市町村国保、国保組合、共済組合等を指します。
※２︓法律に基づく第三者提供であるため、個⼈情報の保護に関する法律上、本⼈同意の取得が不要です。
※３︓「厚⽣労働省 安全衛⽣関係主要様式」で検索して出てくる厚⽣労働省HPのサイトから、「定期健康診断実

施関係」に入って取得して下さい。（右のQRコードで当該ページが開けます。）

資料はこちら

●新型コロナウイルス感染症の影響等によって健康診断実施機関等の予約が取れない場合など、
やむを得ず法定の期日までに健康診断を実施することが困難な場合も考えられるところです。
そのような場合には、健康診断実施機関と協議の上、できるだけ早期に健康診断を実施できる
よう実施計画を⽴て、計画に基づいて実施する必要があります。実施計画を⽴てるに当たって
は、昨年度以降の健康診断実施状況を確認の上、確実に実施できる計画を⽴ててるようにして
ください。

■新型コロナウイルス感染症の影響による延期分の早期かつ計画的実施にご協⼒ください

●また、実施に当たっては、いわゆる“三つの密”を避け、十分な感染防止対策を講じた健康診断実
施機関において、実施してください。労働者が新型コロナウイルス感染症を気にして受診を控
えようとしている場合は、健康診断の会場では換気や消毒を⾏うなど感染防止対策に努めてい
ることを説明するとともに、受診を促していただくようお願いします。


